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雇用と成長を支える社会保障改革のために

宮本太郎

（中央大学法学部）
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１ 発言骨子

１、経済成長の持続のために必要なこと

２、「社会保障の機能強化と財政健全化の同時実現」とは
何であったか

３、成長戦略としての「一体改革」

４、低所得者支援のあり方

５、日本モデルのバージョンアップへ
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消費増税を含む税制改革

社会保障の機能強化

待機児童解消
就学前教育

介護・医療サービス
↓

女性と若年層の就業
拡大

財政健全化

１ ２

３ 課税ベース拡大

４ 子どもたちの未来保障

２ 「社会保障の機能強化と財政健全化の同時実現」とは何であったか
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消費増税を含む税制改革１ ２

経済安定成長

５ 就業・家計所得拡大

財政健全化

社会保障の機能強化

待機児童解消
就学前教育

介護・医療サービス
↓

女性と若年層の就業
拡大

４ 子どもたちの未来保障

３ 課税ベース拡大

６ 市場信任確保

３ 成長戦略としての
「一体改革」
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実質ＧＤＰ成長率 （２００２年から２０１２年の平均）

４ 現役世代へのサービスに重点を置いた社会保障は経済成長につながる
（ＯＥＣＤ１８カ国）
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消費増税を含む税制改革１ ２

経済安定成長

５ 就業・家計所得拡大 ６ 市場信任確保

７ 困窮者自立支援 ８ 給付付き税額控除

財政健全化

社会保障の機能強化

待機児童解消
就学前教育

介護・医療サービス
↓

女性と若年層の就業
拡大

３ 課税ベース拡大

４ 子どもたちの未来保障

低所得層の負担増

５ 低所得者支援の
あり方
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ＧＤＰ平均成長率 サービス支出割合 社会的支出ＧＤＰ比 サービス支出ＧＤＰ比

オーストラリア 3.1 53.3 17.8 9.5

オーストリア 1.6 30.9 29.1 9

カナダ 2 46.4 19.2 8.9

ベルギー 1.4 34.3 29.7 10.2

デンマーク 0.6 48.3 30.2 14.6

フィンランド 1.7 39.1 29.4 11.5

フランス 1 38 32.1 12.2

ドイツ 1.1 39.9 27.8 11.1

ギリシャ 0.3 33.5 23.9 8

イタリア 0 30.6 27.8 8.5

日本 0.8 42.9 22.4 9.6

オランダ 1.1 45.7 23.2 10.6

ニュージーランド 2.4 48.6 21.2 10.3

ノルウェー 1.6 48.1 23.2 11.2

スペイン 1.5 35 26 9.1

スウェーデン 2.3 50.3 29.8 15

イギリス 1.5 49.8 24.1 12

アメリカ 1.7 49 19.2 9.4

社会的支出 OECD  Social Expenditure Database  2009年度
ＧＤＰ成長率 OECD Economic Outlook （2002‐2012平均）
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